
　

　

　・第12次労働災害防止計画と安衛法改正
　第12次労働災害防止計画の活動開始後　2年経過しました。昨年は　8月に厚生労

働省から緊急要請が出されるなど、必ずしも順調とは言えない歩みを進めていま

す。　5年計画の　3年目は計画の成否を左右する重要な中間年になります。また昨年

　6月25日公布された改正安衛法令が順次施行されていきます。弊支部としても、腹を据えた取り組みが必要です。

　・最近の重大災害
　昨年　6月に内閣官房、総務省消防庁、厚生労働省、経済産業省の関係省庁会議で石油コンビナート等における災

害防止対策検討がおこなわれ、報告書が出されました。最近の　4件の重大事故（死亡災害）はいずれも非定常作業

で発生していますが、原因や背景に　3つの共通点 ①リスクアセスメントの内容・程度が不十分　②人材育成・技

術伝承が不十分 ③情報共有・伝達の不足や安全への取組形骸化が挙げてあります。

　発災企業の事故調査報告書を見ると、共通する背景として、各社とも長年にわたる安定生産の継続が、技術は確

立されているあるいは安全に運転されているとの過信につながり、安全意識のゆるみ・低下や危険に対する感性

の低下などを招いていたと反省されています。福島第一原発では地震・津波により非常電源建屋の浸水で冷却系

が停止し、原子炉がメルトダウンしました。残留リスクの見逃しでした。この大災害で絶対安全は存在しなかった

ことが立証されたはずなのに、その後も当該化学プラントではもう危険の芽は存在しないという安心感が支配的

であったのではなかろうかと推測されます。

　当該プラントに限らず多くの事業場で同様な実態が見られます。リスクアセスメント手法の基本的考え方は、

「リスクは常に存在している（残留リスク）、ただ受け入れられるまたは許容される程度に抑えられているに過ぎな

いので常に事故は起こり得る」です。残留リスクを認識し共有化することが重要です。

　・リスクアセスメントのレベルアップ
　事業場診断時に上記報告書に指摘されるように設備・運転方法の変更時、非定常作業や緊急時を想定したリス

クアセスメントまで実施している事業場に遭遇することはまだ多くはありません。また、東京労働局が毎年、建築

現場を一斉監督しますが、昨年10月の298箇所の監督結果は63.8％に安衛法違反が見つかり、同時にリスクアセ

スメントの取組状況を調査した結果は、91.3％と良好な状況です。特定したリスクの低減策検討時には法令順守

を優先することになっていますが、この結果の示す実施率と法違反率の相反関係は、実施レベル改善の必要性を示

しています。コンサルタントとしてリスクアセスメントのレベルアップ指導に取り組む必要があります。また、こ

のたび義務化される化学物質のリスクアセスメントにも取り組みましょう。

　・専門家集団としての活動
　弊支部は、日本労働安全衛生コンサルタント会の中で会員数最大で、労災が多発した高度成長時代を生き抜いた

団塊の世代等を含み、行政または企業内の安全衛生関連部門で長年の経験を積んだ会員,産業医、歯科医師、保健

師等の会員から構成される専門家集団で、常に自己研さんにも努めています。お客様のご要望には個人で対応する

ばかりではなく、多種多様な専門家からチームを組んで対応する仕組みもできています。お客様の感じておられる

懸念・問題点等に的確にお応えできると確信しております。支部員の皆様には友愛の精神で協力し合い、汗と知恵

を出し合っていただきますよう期待申し上げます。

「絶対安全は存在しない、
残留リスクを見逃さない」

一般社団法人　日本労働安全衛生コンサルタント会

　　　　東京支部長　山　口　　忠　重
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　一般社団法人日本労働安全衛生コンサルタント会東京支部の皆様には、日頃より、コンサルティン

グをはじめ、研修会等積極的な労働災害防止活動の取組にご尽力賜っておりますことを、まずもって

御礼申し上げます。

　さて、東京労働局管内の平成26年の労働災害について、休業　4日以上の死傷災害は前年とほぼ同

数、死亡災害は大幅な増加となりました。

　特に、目立つのが建設業の死亡災害の増加、第　3次産業の死傷災害の増加です。「労働災害は長期

的には減少」というフレーズを昔はよく使っていたのですが、東京局においては、10年以上にわた

って、死傷者数が　9千件から　1万件の間で増減を繰り返しており、このフレーズはもはや過去のもの

であるという認識をしているところです。景気の先行きや現状の人手不足感、2020年のオリンピッ

ク・パラリンピック東京大会に向けた工事やインフラ整備等の活発化等を踏まえると、今後、労働災

害が更に増えるという強い懸念をもっており、第12次東京労働局労働災害防止計画「Safe Work 

TOKYO」の平成29年時点の目標「死傷災害　8千件を割り込む」の達成が危ぶまれるところです。

　このような中、第12次労働災害防止計画の　3年度目（3rd Stage）を迎えたところです。労働局に

おいては、「建設業における墜落・転落災害防止対策」「小売業・飲食店等における転倒災害防止対

策」を安全分野における最重点課題として定め、積極的な取組を進めているところです。これら最重

点を中心に、種々の施策によって、今後、毎年6％労働災害を減少させ、残り　3年で最終目標を何と

か達成したい、と考えております。

　一方で、労働災害防止に向けた取組は、行政だけで進められるものではなく、皆様方専門家とも連

携してこそ効果的になし得るものと考えています。特に第　3次産業の分野においては安全対策が遅

れており、安全に対する意識が低いところも多いため、皆様方の能力を遺憾なく発揮いただける場が

あるものと活躍を期待しているところです。しかしながら、皆様方がこの分野で活躍するためには、

報酬に見合った以上の経営上のメリットがある、ということを経営者に分かっていただき、それを実

践し、実績を積み重ねていく必要があると考えます。逆に、報酬に見合った以上のメリットを上げる

ことが出来なければ、専門家としての存在意義が問われることになりかねませんので、引き続き、切

磋琢磨いただき、専門家集団としての存在意義を更に高めていただきたいと思います。

　今後とも、「Safe Work TOKYO」の目標を達成すべく、貴会東京支部並びに会員の皆様におかれ

ましても引き続き、事業場における労働災害防止活動の推進にご尽力いただきますとともに、「Safe 

Work TOKYO」のロゴの周知・活用につきましてもご協力をよろしくお願いいたします。
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「第12次労働災害防止計画
　　　3rd Stage推進に向けて」

東京労働局労働基準部

　　　安全課長　丸　山　　太　一



　

　

　一般社団法人日本労働安全衛生コンサルタント会東京支部並びに会員の皆様には、日頃より労働者の安

全と健康確保のため、ご協力をいただきお礼申し上げます。

　東京労働局では、平成25年度より第12次東京労働局労働災害防止計画をスタートさせ、「Safe Work 

TOKYO」をキャッチフレーズに、官民一体で災害防止に取組んでおります。労働衛生対策については、健

康確保・職業性疾病対策に取組むこととし、平成27年度は、　3年度目（3rd Stage）となり、一層のご協力

をいただきますようお願いします。

　さて、働く人たちの健康をめぐる状況は、東京労働局管内の定期健康診断の結果報告では、「何らかの所

見を有する」労働者は、平成26年では 52.1％に上っています。

　業務上疾病による休業　4 日以上の死傷者数は、平成14年から増加傾向を示していましたが、平成25年

は 843人と前年に比べ209人減少しました。しかし、その内「災害性腰痛」が約　6割を占めていることか

ら、「職場における腰痛予防対策指針（平成25年度改定）」に基づく腰痛対策を積極的に進めていく必要が

あります。

　平成26年の東京都における労働者1人当たりの年間総実労働時間は、1,798時間であり、前年に比べ　4時

間減少し、また、パートタイム労働者を除いた一般労働者の年間総実労働時間は、1,956時間と前年に比べ

て　5時間減少しています。しかし、リーマンショック以降、一般労働者の年間総実労働時間数は増減を繰り

返しながら、全体としては、増加傾向を示しています。

　東京労働局における平成25年度の脳・心臓疾患（過労死等）の請求件数は116件で、認定件数は38件と

なっています。今年度は労働基準行政の最重点と位置付けて過重労働対策に取組むこととしており、監督指

導等により、医師による面接指導等の実施及び衛生管理体制の整備の徹底を図り、小規模事業場に対して

は、東京産業保健総合支援センターの地域窓口（地域産業保健センター）の活用を勧奨します。

　また、平成24年の胆管がん事案の発生以降、昨年11月には有機溶剤中毒予防規則の規制対象だった10

物質が特定化学物質障害予防規則の規制対象となり、特別有機溶剤として管理されているところであり、化

学物質による健康障害防止対策は、今年度の労働衛生分野での最重点と位置付け、化学物質取扱い事業場に

対し、計画的に、監督指導等を実施し、化学物質取扱い事業場における労働者の健康障害防止を進めています。

　メンタルヘルスを取り巻く現状として、我が国の自殺者数は、平成26年は 25,427人と前年より1,856人

減少しました。東京都の平成26年の自殺者数は、前年から約186人減少し 2,636人となっています。

　また、東京労働局における平成25年度の精神障害等の労災請求件数は236件で、認定件数は80件あり、

前年度に比べ10件減となっています。

　「労働者の心の健康の保持増進のための指針」等に基づく対策について、経営トップ等が方針表明によ

り、先頭に立って取組むよう指導・要請等していくこととしています。

なお、改正労働安全衛生法に基づき創設されたストレスチェック制度については、 ①一次予防を主な目的

とする ②労働者自身のストレスへの気づきを促す ③ストレスの原因となる職場環境の改善につなげるこ

とを目的として本年12月　1日から施行されることから周知・徹底を図ります。

　これらの重要課題の取組みは、貴支部並びに会員の皆様のご協力をいただき進めていきたいと考えてい

ます。一層のご協力をいただきますようお願いします。
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「第12次労働災害防止計画の3rd Stage
　　における労働衛生対策の推進について」

東京労働局労働基準部

　　　健康課長　神　山　　周　二



　

　

企画委員会 副支部長・企画委員会委員長　　中　河　原　　一　秀

平成26年度活動状況

　平成26年度の企画委員会活動結果を以下に報告し

ます。（以下、労働安全衛生コンサルタントを単にコン

サルタントと略します。）

　1．過去の顧客に対するコンサルタント活用の働きかけ

　　過去の顧客依頼業務のリピートを目指し、次の顧

客群（計約70法人）にコンサルタント活用の依頼状

及びコンサルタント会パンフレットを郵送し、電話 

（一部訪問）による接触を試みました。

　（1）　コンサルタント会東京支部により平成20～22

年に業務実績のあった顧客 … 約45法人

　（2）　コンサルタント会の全国支部による平成24～

25年の業務実績を参考に東京地区で展開が見

込まれる顧客 … 約25法人

　　この働きかけは業務依頼に直ちには結び付きませ

んでしたが、近い将来に結び付くことを期待してい

ます。

　2．労働安全衛生診断実施結果報告書（以下、報告書

と略します）の手引きの見直し

　　コンサルタント会東京支部の「報告書等の様式、

文書類の統一化」の手引きを見直し、同支部幹事会

の承認を得て下記を制定しました。

　（1）　報告書作成手引き

　（2）　報告書の様式

　（3）　報告書添付写真説明の様式

　　この手引きの目的は、コンサルタントが作成する

報告書の質を一定レベル以上に維持し向上するた

め、報告書の様式を統一することにあります。また

手引きでは、報告書を顧客に提出する前の査読につ

いても規定しています。

　3．コンサルタント会東京支部のホームページ見直し

　　ホームページにおいてコンサルタントは何が出来

るかについて、第12次労働災害防止計画も反映さ

せ、簡明に示すように見直し、その案をもとに広報

委員会によりホームページが更新されました。

事業委員会 事業委員会委員長　　林　　　正　泰

　・コンサルタントの知名度向上対策

　私ども労働安全衛生コンサルタントは事業場の安全

衛生水準の向上のため活動していますが、PR不足も

あってコンサルタントの知名度は十分とは言えませ

ん。ついては今年度は知名度の向上に取り組んで行こ

うと思っています。

　・今年度の特色

　1．労働安全・衛生コンサルタントのPR機会を増やす

　　コンサルタントの皆様は診断・指導・講演などで

事業場を訪問する時など、コンサルタントのPRに

努めておられることと思います。このような日常の

取り組みは最も大切なものでありますが、これに加

え、今年度は労働基準監督署および労働基準協会が

全国労働安全週間および全国労働衛生週間の準備月

間に開催される準備集会の場をお借りして労働安全

および労働衛生コンサルタントのPRをさせていた

だき、可能であれば相談コーナーも設置させていた

だくことを計画しています。コンサルタントに頼ん

で良かったことなど分かりやすく紹介して行きたい

と思っております。

　2．労働安全・衛生コンサルタントをPRする資料を

作成する

　　労働安全・衛生コンサルタントのPRを行うには

パワーポイントを使用することが有効です。安全関

係のパワーポイント資料は作成しましたが、衛生関

係についてのパワーポイント資料も作成し、コンサ

ルタントの知名度向上を図りたいと考えております。

　　コンサルタントはこれまで安全衛生診断などによ

り安全衛生の課題を事業場の皆様とともに考え、解

決してきました。これらの豊富な知識・経験をこれ

からの事業場の問題解決に役立てて行きたいと願っ

ております。
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広報委員会 広報委員会委員長　　高　野　　忠　邦

　東京支部広報委員会は支部広報誌の刊行およびホー

ムページの管理に関する事項等を行っています。内容

は支部外部には広報活動業務、内部には支部会員への

情報提供や技術情報共有化があります。具体的には 

①従来から刊行されている広報誌の発行 ②自主作成

のホームページ更新 ③労働安全コンサルタント・労

働衛生コンサルタントとして、実務に従事している業

務部員約110名の情報提供と技術情報の共有化を目指

す活動を行っています。

　1．東京支部会報誌は年に　1 回発行しています。平

成26年度については、紙面は16頁8,000部を刊行

し、顧客や関係団体に配布させて頂き、労働安全衛

生に関する活動状況ならびに官民合わせたご相談・

ご支援出来る業務内容を掲載しています。平成27年



　

　

度は　5月下旬を目途に発刊計画をしています。

　2．ホームページの運営と活用

　　ホームページの更新には自主的に活動出来る体制

を維持するため、この　2～　3年 作成・更新研究会

を発足させ、更新の継続・継承をしています。ホー

ムページ研究部会では、顧客要望、労働安全衛生に

関する動向、技術ニュース提供や会員の業務情報公

開を、少なくとも月に　1回以上更新しています。

　3．東京支部業務会員の情報共有化と支部専用サーバ

ーによるイントラネット利用

　　東京支部の事務局スケジュール、会議資料・業務

資料のストックによる情報共有化を目指して、利便

性のあるYahooのグループウエアを　4 ～　5 年試み

ましたが、途中配信ストップになりました。即座に

切り替えて平成25年度には東京支部に専用サーバ

ーを設置しました。インターネットを通してグルー

プウエア・ソフトAipoの利用を整い始めていまし

た。利用内容は使い方の不慣れもあり遅々とした浸

透状況でありました。一方東京支部へ昨年夏頃導入

されたデータサーバーに付随するAipo同様のソフ

ト・Alrit があることが判り、この　1月初めに広報委

員会・事務局で検証を開始し、経過　3ヶ月でその有

効性が同等以上（①ソフト利用無料 ②サーバーの高

度なメンテナンス不要 ③支部のデータサーバーに

付随）であると判断されています。27年　3月の理事

会において、利用することが承認されましたが、これ

には関係者へ新しい ID・パスワードの発行等準備

があり行程が遅れます。半年の試行期間を設けて経

過・結果を確実に検証しながら、業務部員の利用と

情報共有化を目指しています。新しいソフトへの切

り替えのご理解を頂きたく宜しくお願い致します。
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　平成26年　6月労働安全衛生法の一部改正があり、受

動喫煙防止については平成27年　6 月までに事業場の

実情に応じ適切な措置をする努力義務になります。化

学物質のリスクアセスメント（RA）は640物質につい

て平成28年　6月までに実施が義務化となり、また、コ

ントロールバンディングについての講習会が望まれる

のではと考えます。メンタルヘルス不全の防止に向

け、ストレスチェックの実施が平成27年12月から義

務化となりますが、まだ事業場ではどのように対応す

るのか横にらみの状態です。そのほか、電動ファン付

き呼吸用保護具が昨年12月から型式検定の対象とな

りました。

　労働災害のないより快適な職場形成に向けて、労働

安全衛生法の改正もありましたが、研修委員会は、各人

の自己研さんを支援するため、幅広いテーマをあげる

よう努めました。平成26年度は例年に比べ実施回数は

少なかったのですが、下記研修会を開催いたしました。

研修委員会 研修委員会委員長　　市　川　　英　一

回 開催日 会　場 研修テーマ 講　師（敬称略）

1 H26.6.26 学士会館

平成26年度の労働安全行政の動向 丸山　太一　　東京労働局　安全課長

平成26年度の労働衛生行政の動向 渡邉　富雄　　東京労働局　健康課長

印刷業界の有機溶剤の管理と作業環境
改善の取組み

労働衛生コンサルタント　岡田　賢造

2 H26.9.19 港勤労福祉会館
労働安全衛生法の一部改正する法律の
あらまし

労働衛生コンサルタント　後藤　博俊

3 H27.3.6
東京産業保健総
合支援センター

機械安全について
厚生労働省委託事業の報告
　小売業労働災害防止支援事業
　飲食業労働災害防止支援事業
　荷役作業労働災害防止対策推進事業
　リスクアセスメント研修事業
　受動喫煙防止対策支援事業

労働安全コンサルタント　中島　次登
　
労働安全コンサルタント　浦山　　斉
労働安全コンサルタント　田中　一郎
労働安全コンサルタント　川田　有一
労働安全コンサルタント　坂崎　洋雄
労働安全衛生コンサルタント　鈴木　信生

4 H27.5.8 東京産業保健総
合支援センター

保護具の取扱いについて 興研株式会社　篠宮　真樹

5 H27.5.24 支部事務所 新業務部会員オリエンテーション 支部役員、専門委員会委員長

外国人技能実習生受け入れにおける安
全衛生の問題と今後の展望について

公益財団法人　国際研修協力機構
　安全衛生アドバイザー　金杉　純夫



　

　

　労働安全衛生規則の中の一部には、動力機械や動力装置等

を使用する際に作業者が挟まれたり、巻き込まれるおそれが

あるときは、覆い、囲い又は柵を設ける等危険を防止するため

の必要な措置を講じなければならないとあります。原則は危

険源と作業者を隔離することです。次善の策として、施行通達

等に両手操作式安全装置（起動装置又は制御装置の表記もあ

ります）又は光線式安全装置等が含まれると記載されています。

　これらの安全装置を選定し使用、又は事業場の安全衛生診

断を実施される際には、次の事項について留意してください。

　1．安全装置は適切に取り付ける必要があります。

　　動力機械又は装置にブレーキが装着しているかどうかに

よって、動力を遮断してから停止するまでの時間が大きく

異なります。この停止性能に応じた安全距離を確保してい

なければ、作業者が不意に危険限界に身体の一部が侵入し

た時には安全の確保はできません。

　2．安全装置を使用する際には安全距離の確保が必須です。

　（1）　両手操作式安全装置
　　両手操作式安全装置は、作業者がスライドの作動中に操

作ボタンから手を離して、危険限界に手が達するまでにス

ライドの作動が停止するものです。

　　押しボタンと危険限界との距離は、作業者の手の移動速

さを1.6m/秒として次式により計算した安全距離以上でな

ければなりません。図　1

　　D=1.6（Tl+Ts）

　　D＜a1+ b+ 1/3 HD

　　D　　　　　　：安全距離（mm）

　　Tl+Ts　　　　　　：最大停止時間（ms）

　　1.6　　　　　　：手の速度m/s

　　a1　　　　　　：押しボタンからスライド前面までの水平距離。

　　b　　　　　　：押しボタンからボルスター上面までの高さ。

　　HD　　　　　　：ダイハイト

　　また、両手によらない操作を防止するためには次に示す

措置が講じられている必要があります。図　2参照

　イ　押しボタンの内寸法は 300mm以上であること。

　ロ　押しボタンに覆い等を設けたときの内寸法は 200mm

以上であること。

　ハ　左右の操作の時間差は 0.5秒以内であること。

　ニ　ボタンはガードリングから突出していないこと。

　（2）　光線式安全装置
　　光線式安全装置は、作業者がスライドの作動中に危険限

界に接近し、光軸を遮断すると、これを検知して危険限界に

手が到達する前にスライドが停止するものです。

　　光軸と危険限界の距離は、両手操作式安全装置と同様に

作業者の手の速さを1.6m/秒として次式により計算した

安全距離以上でなければなりません。

　　また、光線式の必要な防護範囲を図　3に示しましたので

参照してください。

　　D=1.6（Tl+Ts）+C

　　D＜a3

　　D　　　　　　：安全距離（mm）

　　Tl+Ts　　　　　　：最大停止時間（ms）

　　1.6　　　　　　：手の速度m/s

　　C　　　　　　：追加距離（光線式の検出能力に応じて追加距離

を加算）

　　a3　　　　　　：光軸からスライド前面までの水平距離。

　両手操作式安全装置及び光線式安全装置については、動力

プレス機械構造規格（平成23年　7 月　1 日施行）に基づき記載

しました。プレス機械以外の動力機械又は動力装置に安全装

置を取り付ける際には、プレス機械と同様の型式検定に合格

した安全装置を装着していただくことを推奨します。

東 京 支 部 研 修 会

（機械安全より）

「安全装置使用上の留意点」

労働安全コンサルタント
（機第331号）

中　島　次　登
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図　1　押しボタンの取付位置

図　2　両手押しボタン

図　3　光軸の取付位置と防護範囲



　

　

　この度、東京支部より投稿のご推薦をいただきましたので、昨年月例会で研究発表したロコ

モティブシンドローム、高齢者の転倒骨折について述べ、また図らずも昨年授章した秋の叙勲

についてご報告させていただきます。

　

　1．勤務医として労働コンサルタントとのかかわり
　　私は大学医学部卒業後、整形外科医として大学病院および関連病院に勤務し、最後に国立病院院長として定年退職してから

13年です。産業医資格は病院在職中に取得しましたが、実質的な産業医としては定年退職後より某自動車製造会社の専任産業医

となり約10年間務めました。この間、会社付属診療所の所長として、一般的産業医業務の他にとくに整形外科的観点から、自動

車製造工場のライン作業での外傷や、作業姿勢による腰痛、頚部痛、肋骨疲労骨折などの障害について治療および予防対策に取

り組んで学会等にも報告しました。その後、労働衛生コンサルタント資格試験のことを知り、定年退職後ながら講習会に通い二

度目の挑戦で合格しました。以来城西部会に入会させていただきお世話になっています。現在は同会社を退職し関連病院で整形

外科医をしています。最近の入院患者は高齢者ばかりでとくに転倒による足腰の骨折が多いのに驚きますが、これらの治療もさ

ることながら転倒予防対策の必要性を痛感しています。

　2．高齢者の転倒骨折とロコモ体操について
　　昨年の城西地区の研究会で発表したものですが、本邦の最新の平均寿命は男性80歳、女性86歳と戦後最高となりました。し

かし、健康寿命は男性70歳、女性76歳と10年開きがあり、この差は何らかの病気ないし運動器の障害を呈し、かなりの人達が

不健康状態で要支援、要介護などの療養生活を送っているものです。この運動器の障害の中には、主に脳血管障害よる機能障害

や、高齢者の転倒による脊椎骨折、大腿骨頚部骨折などが多くしめています。このような運動器の機能低下をロコモティブシン

ドロームと呼んでいます。従ってこれらを予防するロコモ体操は足腰の筋力低下を取り戻すもので、バランス訓練により転倒骨

折を防止し、いわゆる健康寿命を延ばすことが目的です。これは高齢者の医療費の節減にもつながり国家財政的にも有意義と考

えます。しかし最近深刻なことは認知症が増えてきたことで、さらに運動能力の低下が懸念されます。ロコモ体操を取得できれ

ば体力も増強し、これが認知症の予防に繋がり一石二鳥となることを期待します。

　3．産業医からみた労働衛生コンサルタントのかかわり
　　私はこれまで約10年間,自動車製造工場の専任産業医でしたが、その仕事は会社のインサイダーとして作業管理、作業環境管

理、健康管理です。とくに健康管理面では事務系職員の長時間残業の予防、メンタルヘルス対策でしたが、メンタル疾患の多く

はうつ状態であり、職場の上司も頭の痛い問題です。今や診療所の保健師とカウンセラーで外部の精神科主治医と連携しながら

指導に取り組んでいますが、個人情報の関連もあり難しい問題です。今後、衛生コンサルタントとしてもこの分野はメンタル専

門医を含めた検討が必要です。一方、自動車製造のライン作業では腰痛、関節痛、肋骨疲労障害などが多く、とくに整形外科の

立場から関心を持ち、筆者はその改善に取り組んできましたが、その原因として身体的特徴もありますが多くは作業姿勢の不良

が原因です。これは災害医学会でも発表しましたが、スポーツ障害の予防と同じで基本姿勢動作の教育が必要です。今後の衛生

コンサルタントの指導内容としても使えるものと思われます。（参考文献；有馬　亨ほか：ライン作業により生じた肋骨疲労骨

折.日本職業災害医学会雑誌　55 : 145-153.2007）

　4．秋の叙勲・瑞宝章をいただいて
　　平成26年11月　3 日、厚労省より通達があり瑞宝小授章を戴くことになりました。これはかって筆者が国立療養所病院の院

長・副院長職を含めて約10年、その後名誉院長を10年務めたことによるものです。したがって労働衛生コンサルタントの実績

としては関係のないものですので、今回このような依頼原稿をいただくことに大変恐縮しています。折角ですので簡単に述べま

すと、昨年11月に叙勲の伝達式が厚生労働省で行われ、厚労大臣より勲記および勲章をいただきました。その後、拝謁式のため

皇居に赴き豊明殿にて叙勲者一同整列し、天皇のご挨拶をいただきました。なお、私の勤めた国立病院は戦前には陸軍省管轄と

して傷痍軍人の脊髄損傷患者を収容しており、かつては昭和天皇が慰問されましたが、戦後は一般の脊髄損傷専門リハビリテー

ション病院となりました。昭和39年のパラリンピックの選手を養成したころ、皇太子と美智子妃殿下が慰問されました。私が就

任した当時はまだ傷痍軍人が残っており、最長年齢の脊髄損傷患者は90歳で世界でも最高齢の方でした。同院は現在、国立神経

筋難病センターとして今後の発展が期待されています。
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「勤務医として
　　労働衛生コンサルタントとの係り」
　

整形外科医・労働衛生コンサルタント　有　馬　　亨　　

ト ピ ッ ク ス



厚生労働省委託業務

　

　

　平成26年度の中小零細規模事業場集団リスクアセスメ

ント研修事業は、（一社）日本労働安全衛生コンサルタント

会が、厚生労働省から委託されました。

　各都道府県の労働局から60事業集団が指定され、東京労

働局管内では、東京都森林組合、東京ガラス外装クリーニ

ング協会の　2事業集団が指定されました。

　担当講師は、坂崎　洋雄（コーディネータ兼務）、 後藤　

誠一、鈴木  信義（OJT）、森　達実（OJT）が選任されま

した。

　

１．研修実施概要は、以下のとおりです。

　（1）　東京森林組合

　　　イ　基礎研修　10月17日（金）　13時30分～17時

　　　　　会場：東京森林組合会議室

　　　　　講師：後藤、OJT　鈴木　受講者：25名

　　　ロ　実践研修　12月９日（火）　13時00分～17時

　　　　　会場：東京森林組合会議室

　　　　　講師：後藤、坂崎、OJT森　受講者：17名

　（2）　（一財）東京ガラス外装クリーニング協会

　　　　　会場：（公財）東京都中小企業振興会館会議室

　　　イ　基礎研修　９月30日（火）　13時30分～17時

　　　　　講師：坂崎、OJT　森　受講者：16名

　　　ロ　実践研修　11月18日（火）　13時～17時

　　　　　会場：（一財）東京ガラス外装クリーニング協会

会議室

　　　　　　　　　　11月21日（金）　13時～17時

　　　　　講師：坂崎、 OJT　鈴木　受講者： 11名

　

　2．研修内容は、以下のとおりです。

　（1）　基礎研修

　　　イ　講義によるリスクアセスメントの説明

　　　ロ　グループ討議方式でのリスクアセスメント演習

　（2）　実践研修

　　　イ　各参加事業場でのリスクアセスメントの発表

　　　ロ　リスク低減措置についての演習と討議

　

　3．研修の成果

　（1）　良かった点

　　　イ　リスクアセスメントを初めて行った受講生に

は、リスクアセスメントに関心を持ってもらう

ことができました。

　（2）　反省点

　　　イ　基礎研修の演習資料に、林業、ガラス清掃業に関

するイラストが入っていませんでした。

　　　　　　＊各グループで、自分たちが行っている作業

を特定し、演習を行いました。

　　　ロ　林業、ガラスクリーニング業に関する専門知識

が不足していたので、適切な講評が出来ません

でした。

　職場における受動喫煙防止対策に関する厚生労働省の委

託事業としては、（ア）受動喫煙防止対策助成金制度、（イ）

受動喫煙防止対策に関する相談支援業務、（ウ）環境測定機

器無料貸し出し業務がありこのうち　（イ）については平成

26年度事業受託業者として　（株）インターリスク総研が受

託し、　（一社）日本労働安全衛生コンサルタント会が実施者

となり、下記事項を実施しました。 

　

　1．受動喫煙防止対策に関する相談支援業務

　（1）　喫煙室の設置等各種技術的相談について、労働衛生

コンサルタントによる無料電話相談を実施。必要に

応じて無料実地指導も行う。（コンサルタント会本部

実施）

　（2）　経営者、人事担当及び安全衛生担当者を対象とした

無料説明会を実施。（コンサルタント会東京支部実

施）

　　　イ　合同説明会　労働基準協会等関係団体主催の会

合で９月～11月に合計８回実施、各会約100名

が参加

　　　ロ　主催説明会　支部が主催で受講者100名程度を

目標に11月に１回実施

　　　　　これらの説明会では下記内容を説明しました。

　　　　　（イ）　受動喫煙による健康への有害性（労働衛生

コンサルタント）

　　　　　（ロ）　職場における受動喫煙防止対策に関する推

進体制及び施設整備等（労働衛生コンサル

タント）

　　　　　（ハ）　職場の受動喫煙防止対策に関する規制の現

状と今後の展望、支援制度の取組（厚生労

働省の支援制度（助成金制度を含む）、安衛

法改正の内容含みます。東京労働局健康課

担当者が講義）

　　　　　（ニ）　受動喫煙防止対策に取り組んだ事業場にお

ける好事例の紹介（労働衛生コンサルタン

ト）

　　　　　（ホ）　質疑応答（全員）

　（3）　企業の研修や団体の会合に講師を派遣し、無料出前

講座を実施。（コンサルタント会東京支部実施）

　

　2．改正安衛法と受動喫煙防止対策

　平成26年６月25日に「労働安全衛生法の一部を改正する

法律」が公布され、事業者の受動喫煙防止措置が努力義務
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リスクアセスメント
平成26年度中小零細規模事業場
集団リスクアセスメント研修事業

コーディネータ　坂崎　洋雄

受動喫煙
職場における
受動喫煙防止対策の委託事業

東京支部　専務理事　山室　栄三
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となりました。効果的な分煙を実施するために、平成15年

の喫煙対策ガイドラインに基づく施設・設備・喫煙室の基

準は次のようになっています。

　（1）　最も効果的な対策は全面禁煙（敷地内または屋内）

または空間分煙

　（2）　設備対策（空間分煙の場合、非喫煙場所に煙が漏れ

ない喫煙室を推奨）

　（3）　喫煙対策機器（たばこの煙が拡散する前に吸引して

屋外に排出する方式を推奨）

　（4）　職場の空気の基準（粉じん濃度0.15mg/m3以下、一

酸化炭素濃度10PPM以下、喫煙室入口の風速0.2m

/s以上）

　　　これらの要件を満たしているかというと、気流の測

定や粉じんの測定などはまだまだ定着していない状

況です。

　

　3．不備な喫煙室の例

　喫煙室を設置しても次のような不十分な内容で、分煙の

効果を発揮していないものがあります。

　（1）　屋外に面した窓があり、開放した場合、風で非喫煙

室に煙が流出。

　（2）　開口面積が不足している場合、給気不足で煙が排出

されない、換気不足、負圧（喫煙室内が陰圧）とな

っているため扉の開閉が困難。

　（3）　換気フアンの能力不足のため、風速0.2m/s確保が

困難。

　（4）　喫煙室が食堂や自動販売機などの近くにあるため、

喫煙室より漏れ出た煙を利用者が吸入。

　（5）　喫煙室の設置個数が少ない場合、１か所を常時多数

の喫煙者が利用しているため、入退室でドアがいつ

も開いている状態だったり、衣服等にしみ込んだ煙

や、においが廊下、事務所などに発散するケースが

散見。

　（6）　喫煙室の天井の煙の排気口がドアに近い位置にある

ために、ドアやガラリからの気流を短絡して排気し

て、室内の煙の排気が不十分。

　　　これらの問題点に関し、コンサルタントは解決を図

るようにアドバイスします。

　

　4．説明会実施に当たって

　合同説明会では、各地の労働基準協会や労働基準監督署

が主催する安全衛生大会等に30分から１時間の枠を取っ

ていただき、受動喫煙防止対策について説明をしました。

これらの出席者は主に各協会の会員会社が中心であり、各

説明会には約100名が参加しており、事業所の全面禁煙あ

るいは喫煙室の設置を行っているところが約80％でした。

しかし喫煙室の煙の屋外排気や 0.2m/s の気流の要件を満

たしているところは、わずかでした。

　また、主催説明会は、約100名の参加者の確保が一番頭を

痛めたことでありこれを確実にするために、東京労働局か

ら多大なご協力をいただきました。業種と規模から1200事

業場を選定いただき、開催案内と参加申し込み書を送付し

ました。更に当支部のホームページへの掲載をはじめ、労

働基準協会のご協力を得てホームページへの掲載あるいは

案内書の配布など、広く周知に努めた結果無事参加申込者

が当初予定数に達しました。各地区の労働基準協会や労働

局との密接な折衝や依頼などにご協力をいただいた担当の

方々に感謝申し上げます。

　

　5．終わりに

　事業所にあっては、平成27年度も実施される受動喫煙防

止対策支援事業を活用して、受動喫煙の有害性の認識、喫

煙室設置に関する技術的内容、受動喫煙防止対策の方法な

どを十分理解して効果的な対策を実施して健康で快適な職

場環境の確保に努めることが望まれます。一方コンサルタ

ントは、事業場訪問時に喫煙室の設置等についてその要件

などの適切なアドバイスをすることが必要になります。

はじめに

　第三次産業の中でも、小売業はとりわけ労働災害が多発

している業種です。このため小売業の労働災害の減少は、

喫緊の課題になっています。この様な状況を受け、平成

26年度、標記事業が実施されることになりました。

　業務内容、業務実施における留意点などを、以下に紹介

します。

　

　1．業務の概要

　目　　的：職場内危険個所の見える化を推進し、転倒災

害につながる不安全行動の撲滅を目指しつ

つ、コンサルティングの実施を通じて、安全

意識の普及・啓発を図り、小売業における労

働災害の大幅な減少を目指す。

　実施期間：平成26年10月10日～平成27年１月31日

　目標診断件数：14件　　診断担当者：４名

　業務内容：事業場の診断受諾の取付け、診断受諾事業場

への事前説明、現場診断及び報告書作成（好

事例の収集、提案事項の提示を含む）

　

　2．業務の実施に当たって

　（1）　業務スケジュールついて

　　　　平成26年10月14日から候補事業場へのコンタク

トを開始し、受諾戴いた事業場に対して、10月下旬

から順次事前説明を開始、実際の診断は、平成26年

11月19日を皮切りに平成27年１月28日まで実施し

ました。なお、小売業は、年内のピークとなるクリ

スマス商戦と、それに続く正月セールがあり、診断

業務はもとより、電話コンタクトもはばかられるよ

うな期間（12月中旬～１月中旬）があります。事前

小売業
小売業労働災害防止支援事業
の実施について

労働安全コンサルタント　浦　山　斉
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説明と診断作業、延28 回の訪問は、この期間を除い

た約２か月間での実施になり、かなりタイトなスケ

ジュールになりました。

　（2）　事業場の診断受諾の取付けについて

　　　　本事業委託者である厚生労働省からは、追加分を

含め25件の診断事業場の候補が示され、内７件は、

既に診断受諾意思があり、全て診断実施に至りまし

た。他の18件は、各担当者が書面・電話・面談にて、

受諾についての説得を丁重かつ粘り強く行いまし

た。また、先の候補だけでは足らず、各担当者の独

自ルートでの診断事業場候補も十数件開拓し、同じ

く診断の受諾要請を行いました。この様な要請活動

を経て、必要件数の診断受諾を取付けることができ

ました。受諾拒否の主な理由は、厚生労働省からの

直接依頼が無い、実施の時期が多忙、事故が無い、

本社承認が無いなどでした。昨年、労働安全衛生コ

ンサルタントの知名度が無い事が、問題となりまし

たが、本年は電話コンタクトの前段に、書面による

案内を発送しました。ビジネスマナーとしては、当

然でもあり、コンサルタントに対する、事業場の一

定の理解に有用だったと思われます。

　

　3．コンサルタントに求められるもの

　（1）　製造業や建設業等と比して、小売業は安全衛生対策

について、労使とも意識が低い傾向にあると言われ

ています。また業務・作業内容にも小売業独特のも

のが有ります。コンサルタントは、業務遂行に当た

り、このような前提を十分に理解して事業者と接す

る必要があります。

　（2）　担当者間や先方との連絡・調整、報告書の作成など

には、ある程度のPCスキルが必要なのは言うまで

もありません。また、連絡はほとんどがメールで行

われますが、日常は顔を合わせることも無い診断担

当者、事業場担当者などとの間では、時には意志疎

通を欠くこともあります。この様な時にも良好な関

係を維持できるコミュニケーション能力も重要で

す。さらに、事業場にとっては、忙しい業務の中で

の対応となり、必ずしも我々の要請を好感をもって

受け入れてはくれません。本事業は、ある意味では

「営業業務」と認識し、常に先方をリスペクトし、丁

重な言動と忍耐力のある交渉力が、特に必要である

と考えます。

　

終わりに

　本受託事業は、診断担当者の負担も大きい物が有りまし

たが、一方で、日本でもトップレベルのデパート、家電量

販店、総合スーパーなどの労働安全衛生対策の実情を診断

すると言う機会も得ました。今後の小売業の労働安全衛生

対策の推進に寄与するとともに、各診断担当者も、多くの

知見を得る事が出来たものと思います。

　また、本診断業務については、当初、診断に抵抗感のあ

った事業所も含め、診断を実施した全事業場から、大変満

足、又は満足したとの評価を頂きました。これは、我々診

断担当者の心からの喜びになりました。今後の同様な事業

に対して、診断担当者のみならず支部としても大きな自信

につながるものと思います。
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　厚生労働省よりコンサルタント会本部が受託した第三次

労働災害防止支援事業の「飲食店」について担当し、平成

26年10月から始まり平成27年１月末で、終了いたしまし

たので、その結果を報告いたします。

　担当者は武田房人（城東北部会）、田中一郎（多摩部会）、

檜山昭（多摩部会）、本橋秀一郎（城南部会・コーディネー

ター）の４名で実施いたしました。東京支部の実施予定は

合計37事業場で、厚生労働省より仕様書で示された実施目

標は14事業場でありました。メンバーの努力で目標の14事

業を超えて、15事業場の実施をすることが出来ました。

　

　1．折衝から訪問まで

　候補にあがった飲食店は、大きく分けてチエーン店と独

立店舗に分かれていて、チエーン店の折衝は当然ながら本

社が権限を持っており、独立店（居酒屋さんが多い）は店

主に権限がありました。コンサルティングを断ってきた理

由は、チエーン店では「厚生労働省の名を借りた、違法の

詐欺行為ではないか」、独立店では「行政から目をつけられ

て、査察等の対象になるのではないか。わずらわしい」と

いうのがおもな理由のようでした。しかしコンサルタント

会本部から飲食店組合等を通じて依頼した事業場は、詐欺

の疑いをもたれなかったのか、ほとんどが依頼を受け入れ

ていただけました。ただし、「診断無料」の呼びかけだけで

は、交渉の糸口にはならないのではと感じました。

　最初に折衝した恵比寿にある有名なフランス料理店で

は、本社と折衝するように指示されました。本社に伺うと、

厚生労働省とコンサルタント会間の契約書と私のコンサル

タント会の会員証の提示を求められました。支部事務局に

契約書を急ぎ取り寄せてもらい、提示いたしましたが、厚

生労働省に電話をして、契約が真実であるか確認し、私の

会員証から東京支部に電話し、真実の会員かどうか確認し

ていました。詐欺行為に極度の警戒心をもっていることが

わかったので、その後はメンバーに契約書と会員証を持参

して折衝させるようにしました。折衝から現場訪問まで、

かなり時間が掛りましたが、このフランス料理店は本社か

ら受け入れの連絡をいただけました。

　最初の訪問先はチエーン店ではなく、偶然にも「飲食店

の安全衛生診断好事例集」（中央災害防止協会発行）の事例

１に記載されているおでん店で、若い社長がてきぱきと応

答してくださいました。従業員は社員６名、パートタイマ

ー４名で営業しており、新橋のビルの地階で100席ほどの

客席があり、労働災害はここ３年間には１件もないとのこ

飲食店
「飲食店」の個別コンサルティング
についての感想

労働安全コンサルタント　本橋　秀一郎
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とでした。包丁での切創対策はベテランの料理長が目を光

らせて指導しておりました。また階段を下りて客席に入る

場所の衝突防止のため大きなカーブミラーがついていまし

た。ただし、調理場の中に10mmほどの段差のある敷居が

２か所あり、つまずく可能性があるので、スロープに変え

ること。棚の上に１升瓶がたくさん置かれており、滑落防

止の腰板を置くよう指導し、受け入れていただきました。

　

　2．まとめ
　一般に飲食店の調理場は類似したところが多く、敷居で

のつまずき防止、従業員同士の接触に対する対策が労働災

害防止に対する重要な施策であると思います。

　また、今回訪問した15の事業場では、KYTの実施を確認

することはできませんでした。さらに、リスクアセスメン

トに関する質問が用意されていませんでしたので、実施状

況は確認できませんでしたが、次回実施の折にはリスクア

セスメントの実施状況も診断することが重要と感じまし

た。
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　1．公募申込みの経緯

　私は当コンサルト会に平成25年４月に入会し、その後、

城東北業務部会に加入しました労働安全コンサルタント

（土木）です。コンサルタントとしての経験も浅く、過去に

も安全診断等を担当したことはありませんが、平成26年10

月中旬の「荷役作業現場安全衛生診断等」担当者募集に申

し込みをさせていただきました。

　現在は、主に社会保険労務士として顧問先の労務管理等

の指導に携わっております。労働災害が発生し労働者が死

傷すると法的責任が企業に問われ、使用者に安全配慮義務

違反や過失等があれば、被災労働者等から多大な賠償請求

を受けるケースが多くなっています。このような企業責任

を取らされないための事前対応策を顧問先から求められこ

とがあります。そこで、労働安全コンサルタントとしての

知識と経験等をさらに身に付け、顧問先によりきめ細やか

なトータルサポートが提供できるようにと常に心掛けてい

ます。この度の機会を活用させていただき、先輩コンサル

タントからの指導・助言を受けながら一緒になって受託業

務をこなすことで、実践に基づいた確実なスキルと知識が

得られると思いチャレンジさせていただきました。

　

　2．受託業務の内容

　受託業務は、厚生労働省委託陸災防受託事業の『陸上貨

物運送事業の荷役作業における墜落・転落等災害防止対策

推進事業』に基づくもので、先輩の労働安全コンサルタン

トと二人で担当しました。受託業務の内容は、厚生労働省

により事前に選定された５事業所に対し、平成26年10月下

旬から翌年２月中旬までに荷役ガイドラインのチェックリ

ストに基づき現場安全診断及び好事例の収集を行うことで

した。しかし、事前に用意された要請文を対象企業に送付

して協力依頼しましたが、１事業所で理解を得られず、急

遽、コンサルタント会東京支部で他の事業所を選定してい

ただき、無事に当初の目的を達成できました。

　委託事業の趣旨は、陸運事業者の労働災害で荷台等から

の墜落・転落、転倒、腰痛、荷役運搬機械災害が荷役作業

時に約7割発生しており、その発生場所の約７割が陸運事業

者の直接管理がおよびにくい荷主等（荷主、配送先、元請

事業者等）の所であります。そこで厚生労働省では、平成

25年３月に「陸上貨物運送事業における荷役事業の安全対

策ガイドライン」を策定し、荷主等に対し安全な作業環境

を提供する設備の設置等の取組の促進を図る等により、災

害が多発している荷主等での労働災害防止対策の充実・徹

底を図ろうとしています。

　このように陸運事業者の荷役作業時の労働災害を防止す

るうえからも荷主等との連携体制は不可欠であり、過去の

労働災害を分析したこのような試みは、とても有意義で効

果的な施策であります。

　課題としては、直接的に陸運事業者の労働者に対する安

全衛生管理に携わらない荷主等に対し、如何にして労働災

害防止をするための理解と協力が得られるかにあります。

今回、選定された事業者を訪問し、荷役災害の防止に関す

るお願いをしてみましたが、まだまだよく趣旨を理解して

おられない事業者もあり、荷役ガイドラインの周知による

荷主等の理解と協力を得るための普及活動は今後も求めら

れます。

　

　3．現場安全診断等を担当して

　今回は、ガイドラインの周知、荷役作業の安全確保のた

めの改善の助言及び好事例の収集であり、訪問した事業者

は、印刷業1箇所、食料品製造業３箇所、郵便業１箇所の５

事業所で、各事業所でいろいろと工夫した労働災害防止対

策を実施されており、その状況を直接拝見させていただ

き、とても貴重な経験となりました。

　訪問先の事業者との日程調整の際には、今回の現場安全

診断等の趣旨が事前によく伝わっていないところもあり、

先方の事業者は我々が何をしに来るか不安を持たれ、電話

で趣旨を説明させていただき、何とかご理解を得て実施で

きました。私自身も担当した業種の安全診断等の経験も全

くない状況で、当初はすごく不安と戸惑いを感じておりま

したが、東京支部事務局の事前説明会での懇切丁寧な解説

と先輩の安全コンサルタントの指導・助言により、何とか

目的を達することができました。今後も機会がありました

らこのような公募に積極的に応募し、労働安全コンサルタ

ントとしての経験をさらに積み重ねることで、スキル向上

と的確な安全診断ができるように努めたいと思います。最

後に今回の受託事業に関してご協力をいただいた事業所の

関係者ならびに東京支部事務局、一緒に対応していただい

た先輩の診断士に心から感謝を申し上げます。

荷役作業
初めて陸災防受託業務
を担当して

労働安全コンサルタント　藤間　政雄



　　　事　務　局　通　信
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番号 月　日 項　目 場　所

１ ４月８日（火） 安全管理特別指導・衛生管理特別指導事業場指定説明会 東京労働局

２ ５月９日（金） 会計監査 支部会議室

３ ５月21日（水） 第99回理事会
東京産業保健総合支援セン

ター

４ ６月1日（木）～30日（月） 労働安全衛生コンサルタント制度推進月間

５ ６月26日（木） 26年度第１回支部研修会

「今年度の労働安全行政の動向について」

　　東京労働局労働基準部安全課長　丸山　太一　氏

「平成26年度　東京労働局行政運営方針（労働衛生関係）

について」

　　東京労働局労働基準部健康課長　渡邊　富雄　氏

「印刷業界の有機溶剤の管理と作業環境改善の取り組み」

　　労働衛生コンサルタント　　　　岡田　賢造　会員

学士会館

６ ６月26日（木） 26年度通常総会並びに交流会 学士会館

７ ７月３日（木） 第11回東京産業安全衛生大会 一ツ橋ホール

８ ７月29日（火） 第100回理事会
東京産業保健総合支援セン

ター

９ ９月29日（月） 第101回理事会
東京産業保健総合支援セン

ター

10 ９月18日（木） 南関東ブロック会議　出席７名 神奈川支部

11 ９月19日（金） 26年度第２回支部研修会 港勤労福祉会館

12 10月29日（水） 産業保健フォーラム in Tokyo 2014 ティアラ江東

13 11月19日（水） 第102回理事会
東京産業保健総合支援セン

ター

支部活動記録　（平成26年４月～平成27年３月）

　お気づきかと思いますが、本号では東京労働局の安全・健康両課長の寄稿に倣い、各寄稿者名の

所に、「Safe Work TOKYO」のロゴマークを表示しました。

　東京労働局は、「第12次東京労働局労働災害防止計画」について「Safe Work TOKYO」をキャ

ッチフレーズに、「官民一体」となった取組みを推進しています。本ロゴマークは、そのシンボルと

して周知活用し、労働災害防止活動の推進と安全意識の高揚を、図ろうとするものです。

　我々、東京支部も東京労働局の意気込みを全面的にバックアップしていく気概を込めて、全寄稿

文にこのロゴマークを表示しました。

　東京支部会員のみならず、本誌の読者の皆様、是非このロゴマークを活用し、労働安全衛生推進

の一助とされるようお願い申し上げます。

編集委員：高野、林（久）、山崎、川田、浦山

編集後記

14 １月21日（水） 第103回理事会
東京産業保健総合支援セン

ター

15 ３月６日（金） 26年度第３回支部研修会
東京産業保健総合支援セン

ター

16 ３月19日（金） 第104回理事会
東京産業保健総合支援セン

ター
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改訂 4 版労災防止活動推進ハンドブック 
Ｂ5 判／250 頁 定価 2,160 円(税込) 

改訂４版労働安全衛生法の詳解 

～労働安全衛生法の逐条解説～    
Ａ5 判／1,000 頁 定価 8,640 円(税込)   

 日本労働組合総連合会 監修 
 

「職場パトロールを通じて労災防止活動を進め

るための身近なマニュアルがほしい！」という要

望にお応えし、わかりやすく、使いやすく、作業

現場の改善に役立つ実践的な活動ツールとし

て活用いただけます！ 

平成26年12月1日現在の最新の安衛法と関連

政省令に完全対応！ 

 

 

 労働調査会 出版局 編 
 

関係政省令をあわせると何千条にも及ぶ莫大

な法制度である労働安全衛生法。本書では、労

働災害の推移と日本における安全衛生法制の

沿革、労働安全衛生法制定の経緯を解説した

のち、各条文について体系的に逐条的解説し

た。 

また、改正安衛法の概要も網羅した完全反映

版！ 

 

 
労働安全衛生法実務便覧 【改訂 16 版】 

Ａ6 判／634 頁 定価 1,901 円(税込) 

労働安全衛生規則実務便覧 【改訂15版】 

Ａ6 判／746 頁 定価 1,901 円(税込) 

 労働調査会 出版局 編 

 

平成 26 年 12 月 1 日現在の労働安全衛生法及

び労働安全衛生法施行令の全条文を収録。主

な改正点は、次の通り。 

○労働安全衛生法の改正（H26・6・25 公布） 

１ 化学物質管理のあり方の見直し 

２ ストレスチェック制度の創設 

３ 受動喫煙防止対策の推進 

４ 重大な労働災害を繰り返す企業への対応 

５ 外国に立地する検査機関等への対応 

６ 規制・届出の見直し 

 労働調査会 出版局 編 

 

平成26年12月1日現在の労働安全衛生規則の

全条文を収録。 

 主な改正点は、次の通り。 

○車両系木材伐出機械の業務を特別教育の対

象化。車両系木材伐出機械の安全基準の新

設。機械集材装置等による労働災害の防止を

図るための措置の追加。簡易架線集材装置の

労働災害の防止を図るための措置の新設 

○安衛則別表第2表示対象物質の追加、通知

対象物質の裾切値の引下げ、安衛則別表第７

関係の計画の届出をすべき機械等の追加など 
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1日
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1日
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1日

4日

3日

2日

2日
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2日
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※申込受付は、講習開催日の３か月前の１日から開始します。定員になり次第締め切りとなります。
※講習会に関する詳細はホームページ又は講習案内をご覧ください。
※八王子会場の講習についてのお問い合わせ・お申し込みは八王子労働基準協会（042-644-2090）
　　・青梅労働基準協会(0428-24-8917）・立川労働基準協会(042-526-3247)までお願いいたします。

安全衛生推進者

4日(水)～5日(木)

TEL 03-5678-5556　FAX 03-5678-6433

講習に関する詳しい内容 ・お申し込みはこちらから
( 公社）東京労働基準協会連合会
〒132-0021　東京都江戸川区中央1-8-1 東基連 検索

有機溶剤

3日(木）～4日(金）

石綿 学科 2日
28日(月)～29日(火）

八王子会場
(八王子労政会館)

講習会名 石綿

開催日 9日(木）～10日(金） 27日(木）～28日(金）

衛生管理者講習会名

開催日
他会場

21日(火）～24日(金）

30日(木）～31日(金） 24日(月）～25日(火） 14日(月)～15日(火) 19日(月）～20日(火) 12日(木)～13日(金) 7日(月)～8日(火)

23日(木） 31日(月） 30日(水） 23日(金） 27日(金） 14日(月)

1日(水）～2日(木） 3日(月）～4日(火） 7日(月)～8日(火) 6日(火)～7日(水) 4日(水)～5日(木) 1日(火)～2日(水)

21日(火） 5日(水） 10日(木) 5日(月) 10日(火) 4日(金)

30日(木） 14日(月） 24日(火)

27日(月）～28日(火） 27日(木）～28日(金） 28日(月）～29日(火) 26日(月)～27日(火) 24日(火)～25日(水） 10日(木)～11日(金)

8日(水）～9日(木） 5日(水）～6日(木） 3日(木)～4日(金) 21日(水)～22日(木） 3日(木）～4日(金)

1日(火）～4日(金） 19日(月)～22日(木) 1日(火)～4日(金)

28日(水)～29日(木)

9日(水)

6日(月）～8日(水） 3日(月）～5日(水） 1日(火）～3日(木） 19日(月)～21日(水) 1日(火)～3日(木)

6日(月）～9日(木） 3日(月）～6日(木）

16日(月)

18日(火）/19日(水)/20日(木） 8日(火)/9日(水)/10日(木) 6日(火)/7日(水)/8日(木） 10日(火)/11日(水)/12日(木) 9日(水)/10日(木)/11日(金)

28日(水)～29日(木) 24日(火）～25日(水） 21日(月)～22日(火)

14日(火)/15日(水)/16日(木）

7日(金）

6日(月） 29日(木）

17日(月) 7日(月）

22日(水）～23日(木） 24日(月）～25日(火） 24日(木）～25日(金）

8日(水）～9日(木） 5日(水）～6日(木） 16日(水）～17日(木）

25日(火）

ＫＹＴ研修 学科

そ
の
他

22日(水) 24日(月） 24日(木）

10日(金） 7日(金） 18日(金)

13日(月）

衛生推進者 学科

安全管理者選任時研修 学科

衛生管理者能力向上 学科

2種

携帯用丸のこ盤 学科･実技

職長教育 学科

安全衛生推進者 学科

自由研削 学科・実技

学科

高所作業車(10m未満） 学科・実技

1種

低圧電気
実技

学科

高圧・特別高圧

粉じん 学科

特
別
教
育

Ｘ線作業主任者 学科

受
験
準
備

特例

衛生管理者

ダイオキシン 学科

アーク溶接
実技 18日(水) 16日(水)

19日(月) 7日(月)

5日(月） 9日(月) 8日(火)

21日(月)～22日(火)

学科

28日(水) 26日(木） 22日(火)

13日(火）～14日(水） 16日(月)～17日(火） 14日(月)～15日(火)

15日(木)

1日(水）～2日(木） 1日(木）～2日(金）

21日(火）～22日(水） 10日(月）～11日(火） 1日(火）～2日(水） 21日(水)～22日(木） 9日(月）～10日(火) 1日(火)～2日(水）

21日(月)～22日(火)

6日(月）～7日(火） 6日(木）～7日(金） 10日(木）～11日(金） 1日(木）～2日(金) 12日(木)～13日(金) 3日(木)～4日(金)

9日(木）～10日(金） 17日(月）～18日(火） 3日(木）～4日(金) 8日(木）～9日(金） 10日(火)～11日(水) 10日(木)～11日(金)

30日(木）～31日(金） 24日(木）～25日(金） 26日(月)～27日(火) 26日(木)～27日(金)

19日(木)/20日(金) 17日(木)/18日(金)

14日(火）～15日(水） 18日(火）～19日(水） 14日(月）～15日(火） 13日(火）～14日(水） 17日（火)～18日(水) 15日(火)～16日(水)

3日(月）～4日(火） 6日(火）～7日(水） 8日(火)～9日(水）

8日(火）～9日(水）

23日(木）～24日(金） 26日(水)～27日(木） 22日(木）～23日(金）

5日(木）～6日(金）

8日(木）～9日(金）

6日(木）～7日(金）

16日(木)/17日(金） 20日(木)/21日(金） 16日(水)/17日(木） 15日(木)/16日(金)

実技 3日

学科

学科

実技

学科

学科

フォークリフト(31時間）

フォークリフト(11時間）

玉掛け
学科

実技

小型移動式クレーン
学科

実技

学科

実技

有機溶剤 学科 2日

特化・四アルキル鉛 学科 2日

1日(火)

13日(金）

6/29日(月) 4日(火）

12月８月 ９月 10月

8/31(月) 5日(月） 9日(月）

4日(金）

6/29日(月) 8/31(月)

5日(水）～7日(金） 1日(火）～3日(木） 6日(火）～8日(木) 10日(火）～12日(木） 2日(水)～4日(金)

講習会名 科目

学科

3日(金）

14日(月)～15日(火)27日(月）～28日(火) 24日(月）～25日(火) 24日(木）～25日(金）

4日(土）5日(日)11日(土） 5日(土)6日(日)12日(土） 10日(土)11日(日)17日(土) 14日(土)15日(日)21日(土）

1日(火） 1日(木）

2日(金） 6日(金)

11月７月

9日(月）

19日(月)～20日(火) 16日(月）～17日(火)

6/30日(火）～2日(木）

26日(水)/27日(木)/28日(金) 28日(月)/29日(火)/30日(水) 21日(水)/22日(木)/23日(金)

5日(木） 2日(水)

3日(金） 4日(火） 2日(水）

2日(木） 3日(月）

乾燥設備 学科

6日(月）～7日(火）

3日(木)

18日(水)/19日(木)/20日(金） 16日(水)/17日(木)/18日(金)

ガス溶接
学科

実技

29日(水）/30日(木)/31日(金）

8日(水）/9日(木）

学科

実技

学科プレス機械

床上操作式クレーン
学科

実技

高所作業車(10m以上）

9日(水)/10日(木)/11日(金)

7日(月)～8日(火)

26日(木)/27日(金）

17日(月）～18日(火） 26日(月)～27日(火)

9日(水)/10日(木）

7日(月）～8日(火)

5日(木)/6日(金)/9日(月）

4日(水）

24日(火）～25日(水）

19日(水)/20日(木)/21日(金）

16日(水)/17日(木)/18日(金）

21日(火） 15日(火）

28日(水)/29日(木)/30日(金）

(平成27年7月～12月)
(公社）東京労働基準協会連合会講習会のご案内　　

鉛

技
能
講
習

酸素欠乏・硫化水素

はい作業

木工機械

22日(水)/23日(木)/24日(金）




